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Ⅰ　はじめに
ホームスクール（Home Schooling）とは，義
務教育期間であっても子どもを学校に通学させる
ことなく，家庭で教育し，育てることである１）．
このホームスクールを実践する人々（以下，ホー
ムスクーラーと呼ぶ）は，2011年度で177万人以
上いるといわれている（Noel et al, 2013）．この
人数はアメリカの全就学人口の4950万人から推定
すると，約３～４％程度がホームスクールを行っ
ていることになり，チャータースクールに通う生
徒数210万人と同規模であり２），私立学校の全生
徒数が530万人であることを考えると，ホームス
クールはアメリカにおいて公教育に代わる有力な
選択肢の一つであるといえる（Kena et al, 2013）．
しかし，ホームスクールは，日本の不登校のよ
うに「学校に行けない」のではなく，「学校に行
かない」という主体的な選択である．この点で
ホームスクールは公立学校に対する異議申し立て
という意味が含まれ，突き詰めれば，多様な価値
観が葛藤する現代社会において，公教育を支えて
きた共通の基盤とは何であったのか，あるいは，
どのような形態であるべきなのかという問題へと
派生してしまう．
ヒル（Hill, P. T.）は，ホームスクールの可能
性を論じて，「公教育の概念が，あまりに狭いの
ではないだろうか．ホームスクール，チャーター
スクール，バウチャーを，私たちの社会において
子どもを教育する公教育の一つの形態として，広
く考えるべきではないだろうか」という新しい公
教育の形を問いかけている（Hill, 2000）３）．一方
で，アップル（Apple, M. W.）は，｢ホームス
クールはバウチャーへのステップであり，教育の
私 事 化 を も た ら す 」 と 厳 し く 批 判 し て い る
（Apple, 2000）．ホームスクール運動は，果たし
てヒルやアップルの述べるように公教育に影響を
与えるのだろうか．そもそもホームスクール運動
とは，どのような運動なのであろうか．
この問題を考えるために，アメリカでは ①ど
のような人々がホームスクールを行っているのだ
ろうか ②ホームスクールを選択する理由とは何
だろうか，そして，③ホームスクールがどのよう
に拡大し，公教育に対して影響を与えうるのだろ
うか，という３つの問いを立て考えたい．そのた
めに，まず，ホームスクーラーを対象とした統計
調査から，ホームスクーラーの社会的属性とホー
ムスクールを選択した理由を明らかにし，次に
ホームスクール運動の形成過程から，ホームス
クール運動の特質と公教育に与える影響を考えた
い．
帝京科学大学教育・教職研究第４巻第２号
アメリカのホームスクール運動のインパクト
Impact of the Homeschooling Movement in the United States
長嶺宏作（帝京科学大学）
Kosaku NAGAMINE（Teikyo University of Science）
要約：　本稿では，アメリカにおいてホームスクールと呼ばれる義務教育期間であっても子ども
を学校に通学させることなく，家庭で教育し，育てる教育が，公教育に与えるインパクトを考察
する．ホームスクールはアメリカの公教育に不満を持つ中産階級にとって，現実的な代替案を提
示し，大きな社会変革を目指すというよりはホームスクーラー自身の個々の状況から，彼らが信
じる教育観や生活を実現する運動である．しかし，不可避的に，ホームスクール運動の総体とし
て公教育に影響を与えている．その一つとしてホームスクールを行っている人々を取り込むため
に，公教育制度がより柔軟に個人を焦点化した教育プログラムを提供した場合に，公教育の意義
を揺さぶる可能性がある．同時に，それは各家庭の教育理念にしたがった自由なホームスクール
の実践を規制する可能性もあり，公教育とホームスクールの双方において新たな可能性と葛藤を
引き起こしている．
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Ⅱ　ホームスクールの実態
１．ホームスクールの諸形態
「ホームスクール」といっても，厳密に定義づ
けることは難しく，その形態は多様である．本論
に入る前に，ホームスクールの様々な形態を紹介
しておこう．
冒頭ではホームスクールとは，「義務教育期間
であっても子どもを学校に通学させることなく，
家庭で教育し，育てることである」と述べた．し
かし，全てのホームスクーラーが全く学校に通学
せず，何らかの学校機関に属していないというわ
けではない．フリースクール，チャータースクー
ル，私立学校などのホームスクーラーのためのプ
ログラムや通信制のコースに属している場合があ
る４）．
また，ホームスクールの教育の場は必ずしも家
庭に限定されているわけではなく，積極的に他の
ホームスクーラーと交流し，あるいは，図書館や
美術館などを活用している．そして，ホームス
クーラーの学習形態も，市販の教材を使って学習
する場合，家庭教師を雇う場合，大学が一般開放
しているプログラムに参加する場合，習い事に通
う場合など様々である．
ホームスクールの魅力は子ども一人ひとりにあ
わせて柔軟に教育できる点にあり，それがホーム
スクールの形態の多様性を生んでいる．
２．ホームスクーラーの社会的属性
どのような人々がホームスクールを行っている
のだろうか．この節では，ホームスクールを対象
とした「全米家庭教育調査（National Household 
Education Surveys以 下，NHESと す る ）」 の
2013年と2006年の調査を元に，ホームスクーラー
の社会的属性を考えたい．
NHESの調査結果から，ホームスクーラーの人
種構成は白人66％，黒人８％，ヒスパニック
15％，アジア・太平洋地域４％，その他５％と報
告されているように白人の家庭が多いことがわか
る（Noel et al, 2013）．
また，過去の調査では，家族構成は「両親がい
ること，二人の親のうち一方だけが働いているこ
と，子どもが多いこと」などの特徴が指摘され，
収入については，公立学校に通う家庭の収入の平
均分布と比べて差異はなかった（Princiott et al, 
2006, Table 3）．表１にあるように，年収25,000
ドルごとに区切られた四つの分類で私立学校のよ
うに，収入の高い世帯がホームスクールを選択し
ているのではないことがわかる．
以上の点から，ホームスクールという選択は必
ずしも裕福な家庭のみに許された選択であるとは
いえないが，家庭で子どもを育てるという条件が
あるために共働きせずに生活を安定させることが
できる中産階級にとって，可能な選択となってい
る．
また，日本と異なる背景の一つとしては，アメ
リカは公共交通機関が発達していないために，都
市部でない限り私立学校を選択する場合には家と
学校の通学距離が問題となり，地理的にも私立学
校の選択は制限されている．そのためホームス
クールは，現状の公教育に不満をもつ中産階層の
親にとって，経済的・地理的に現実的な選択肢も
提供している５）．
３．ホームスクールを選択した理由
なぜホームスクーラーはホームスクールを選択
したのだろうか．NHESの調査では，ホームス
クールを選択した理由を問う項目がある．なお，
カッコ内はホームスクールを選択した理由として
複数回答を認めた場合の数である．この項目で最
も重要な理由として回答されたのは，一番目に
「学校の教育環境」で25％（91％），二番目に「そ
の他の理由」で21％（37％），三番目に「授業や
学力への不満」で19％（74％），四番目に「宗教
上の理由」で16％（64％）であった（Noel et al, 
2013）．
この結果から，公立学校の「学校の教育環境」
や「授業や学力への不満」とともに，宗教的な理
由がホームスクールを選んだ理由の一つであるこ
とがわかる．1980年代以降，アメリカ公立学校
の危機が問題にされてから公立学校への不信とと
もに，宗教的な理由がホームスクーラーを増加さ
表１　ホームスクーラーの収入分布
年収（＄）
ホーム
スクーラー
公立学校 私立学校
25,000以下 25.8％ 26.2％ 9.4％
25,000～50,000 28.4％ 26.9％ 18.5％
50,000～75,000 24.1％ 21.5％ 22.1％
75,000以上 21.7％ 25.3％ 50.0％
Princiott et al, 2006, Table 3より筆者作成
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せる要因であった．
その一方で，二番目に上がった理由として「そ
の他の理由」という回答が21％もあり，ホーム
スクールを選択した理由の詳細は，各家庭により
異なることも指摘できる．そこで統計調査からだ
けではわからない，ホームスクールを選択した理
由を理解するために，エスノグラフィー調査をみ
てみる．
ホームスクーラーなどをインタビュー調査した
ボベル（Bobel, C.）の研究がある（Bobel, 2002）．
ボベルは，この調査の中でホームスクールを選択
した理由をホームスクーラーが説明する際に，価
値や生活のスタイルが重要な要因となっていると
指摘している．ボベルは，母親がオルタナティブ
な育て方を肯定する際に三つの特徴があると述べ
ている．それは，「子どもとのつながり」，「シン
プルさ」，「母性や家族などの文化的価値の重要
性」の三つの点である．
「子どもとのつながり」は，物理的にも精神的
意味においても子どもとのつながりを大切にする
ことである．「シンプルさ」とは，ホームスクー
ルを肯定する際に公教育批判や社会の変化といっ
た説明ではなく，子どもがのびのび育ってほしい
などに代表されるシンプルなメッセージを使うこ
とである．また，自発的に選択された母親の役割
に対して「母性や家族といった文化的価値」を再
確認し，こうした価値が重要だと考えている．
同じようにスティーブンス（Stevens, L. M.）
の研究では，ある母親が「私は単に母親になった
わけではない（I’m not just a mom）」と述べる
ように，フェミニズムを受容した世代が育児・教
育を自発的に取り組むことで自らの役割を新しく
意 味 づ け 直 し て い る こ と を 指 摘 し て い る
（Stevens, 2001, p.83）．それは社会改革を志向す
るというより，身の回りにある生活を自分たちの
手の届く範囲で変えようとするものである．これ
らの点からホームスクールという選択は彼ら自身
が手の届く範囲内で生活したいという世界観や価
値を主体的に再構成する行為であるともいえる．
今日，教育の問題は量的な拡大から質的な問題
へと関心は移ったが，その質を意味するものは単
に学力だけでなく，教えるべき内容といった文化
的な争点を問題にしている．それは個々人の要求
という点では私事化であるが，彼ら自身が持つ価
値観は公教育を含めた現代社会に対する問題提起
を含むという点で公的な関心も持っている．ここ
にホームスクールを理解するうえで留意する必要
があることは，ミクロレベルの個々人の教育実践
と考えは多様でありながら，マクロレベルの視点
から見たホームスクール運動は公教育へ影響を与
えるということである．ホームスクーラーの一人
ひとりが抜本的な教育制度改革を望んでいるわけ
ではないが，運動の全体としては公的な制度に対
して影響を与えている．
そこで次節ではホームスクールを広く社会運動
との関わりから，ホームスクール運動の展開を明
らかにすることで，公教育への影響を考えていき
たい．
Ⅲ　ホームスクール運動の社会的・政治的背景
１．二つの社会運動
前節で指摘した文化的な価値観を問題にした関
心は，ホームスクール運動が60年代から70年代
にかけてのフリースクール運動に代表されるオル
タナティブ教育運動とともに，キリスト教的価値
観を守ろうとする宗教運動に影響を受けているた
めでもある．この運動は「新社会運動」とも呼ば
れ，環境保護運動やカウンターカルチャーや宗教
原理主義運動などの70年代後半から80年代に台
頭し，単一争点を問題にした運動である．そこで
本節ではホームスクール運動に関係する二つの社
会運動とホームスクール運動の展開を考えたい．
ホームスクール運動の初期は，60年代に巻き
起こったフリースクールに代表される新しいオル
タナティブ教育の一つとして認知され，ホームス
クール運動もオルタナティブ教育運動の影響を受
けていた（Miller, 2002）．例えば，ホームスクー
ル運動初期の指導者に，ホルト（Holt, J. C.）が
いる．ホルトは，60年代にフリースクール運動に
も関わるが，フリースクール運動の衰退ともに，
自由な教育理念が形骸化されてしまうことから，
70年代の後半には，その現実的な解決策として
ホームスクールを提唱した（Holt, 1997）．
ホルトは，1977年に全米で初めてのホームス
クール支援団体，「ホルト協会（Holt Association）」
を設立し，ホームスクール雑誌「学校なしで育つ
（Growing Without School）」を発行し，ホーム
スクール運動の父とも呼ばれる．
一方で，もう一つの社会運動としてオルタナ
ティブ教育とは内容は異なるものの，同じように
公立学校における教育内容や価値を問題にしたグ
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ループが登場する．それは宗教保守層の人々であ
る．
アメリカは，あらゆる人種と民族が共存する多
民族国家であると同時に，アメリカ国民の八割は
キリスト教徒であり，キリスト教国の面を色濃く
持っている（蓮見，2002）．この二つの面がアメ
リカの歴史の変遷の中でヨーロッパ諸国とは異な
り，信教の自由を守るために公共の場から宗教を
厳しく制限することになった（Glenn, 2001）．例
えば，1962年のアメリカ最高裁判所が公立学校
での祈祷を禁じる判決が下されたことは代表的で
ある．60年代から70年代にかけて公共の場にお
いて宗教は厳しく制限され，宗教保守層の反発を
招くことになった．その結果，1980年代に入り，
キリスト教的価値観を守ろうという新しい社会運
動が生まれた．
もちろん，この背景には「何が公教育において
教えるべき文化的価値か」という多文化主義の問
題がある（Hunter, 1991）．ホームスクールは，
価値が多様化する中で今までのアメリカ社会の伝
統的な道徳観や規律が公立学校では中立性を確保
するが故に曖昧となり，十分に教えられていない
という不満から，1980年台の後半から宗教的な
理由でホームスクールを実践するホームスクー
ラーは急増し，現在のホームスクーラーのマジョ
リティーは宗教保守層の人々となった（Carper, 
2002）．
このようにホームスクール運動は，「新社会運
動」でもあるオルタナティブ教育と宗教保守層の
二つの運動の流れを汲んでいる．次節では，この
社会的背景から，どのような団体が生まれ，ホー
ムスクール運動を形成されるのかを考えたい．
２．２つのホームスクール支援団体
オルタナティブ教育と宗教保守層による２つの
運動は，それぞれ代表するホームスクール支援団
体の理念と組織のあり方に反映されている．具体
的には，オルタナティブ教育運動の影響を受けて
い る 全 米 ホ ー ム ス ク ー ル 協 会 （ N a t i o n a l 
Homeschool Association以下，NHAとする）と，
宗教保守層の運動の影響を受けている「全米ホー
ムスクール法的弁護協会（Home School Legal 
Defense Association以下，HSLDAとする）」で
ある．この節では，この二つのホームスクール支
援団体を通して，どのようにホームスクール運動
が形成されたのかを考えたい．
ホームスクール運動の初期からホームスクール
運動を牽引してきた全米規模のホームスクール支
援団体にNHAがある．この団体は，ホルトが支
援 し た「 全 米 オ ル タ ナ テ ィ ブ 地 域 学 校 同 盟
（National Coalition of Alternative Community 
Schools）」に参加していたホームスクーラーのグ
ループにより，1988年に設立された（Stevens, 
2001）．NHAの運営方法は，特別な指導者や専門
職員はおらず，民主的な方法を取り，何人かのボ
ランティアとホームスクーラー自身の代表により
運営された．また，NHAの法廷闘争に対する基
本的な姿勢は，個々の教育委員会や州政府によっ
て現実的な解決策を模索し，ホームスクールの権
利を求めるというよりは，これら機関と良好な関
係を築いていくことであった．なぜならNHAは
法廷闘争によって，かえって自由なホームスクー
ルの実践が規制されることを危惧していたからで
ある．
これはホルトのホームスクール運動に対する考
え方によるところが大きい．GWSの第１号に「社
会変革へ」という記事がある．ここには「重大で
決定的な社会変革は，常にゆっくりと訪れ，たん
に政治的な信条や政党によってではなく，人々が
生活を変えたときに訪れる」と述べられている
（Holt, 1999, p.3）．
ホルトが，以上のように述べたのは，フリース
クール運動のような一瞬の熱狂の間に終わる運動
ではなく，ホームスクール運動を地道な市民運動
として展開したいと考えていたからである．ま
た，ホルトのホームスクール運動の理念は，個々
人の自由な教育実践を最大限尊重する点にある．
このように緩やかな連帯による共通の問題の解決
と個々人の教育活動の支援という役割をNHAは
担っていた．
しかし現在，NHAは2000年に解散し，新たな
全米ホームスクールネットワーク（National Home 
Education Network）が1999年に設立された６）．
これは，ホームスクール支援団体のイニシアチブ
が，もう一つの全米規模の団体であるHSLDAに
移ったためである．つまり，ホームスクール運動
が拡大するにつれて，より組織化された形で州議
会などに圧力をかける必要性が出てきたが，
NHAは上記で述べた理念から積極的には関与し
なかった．逆にいえば，HSLDAは，こうした役
割を積極的に引き受け，組織化された運動を展開
した．
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HSLDAは，80年代後半から急激に規模を拡大
させたホームスクール支援団体である．現在，
HSLDAの総会員数は25万人と言われ，約60人
の専門職員を抱えている．また，HSLDAには，
ホームスクールの法的な問題に対処するHSLDA
自身の他に，ホームスクール雑誌「家庭教育」
（The Teaching Home），レイ（Ray, B. D.）が所
長 を 務 め る「 全 米 家 庭 教 育 研 究 所（National 
Home Education Research Institute）」，そして，
「全米ホームスクールセンター（National Center 
for Home Education以下，NCHEとする）」など
の協同団体がある．また，2000年にはホームス
クーラーのための大学である「パトリック・ヘン
リー・カレッジ（Patrick Henry College）」も設
立した．
この団体は，1983年にスミス（Smith, J. M.）
やファリス（Farris, M. P.）らによって組織され，
80年代に台頭する宗教保守層による宗教・政治
運動の影響を強く受けている．例えば，HSLDA
の前代表であったファリスは，HSLDAを設立す
る以前は，1980年代に台頭する宗教・政治運動
の中で，代表的な団体であるモラル･マジョリ
ティーのワシントン支部長であった．
そして，HSLDAのリーダー達は，ホームス
クール運動の組織化やロビー活動を積極的に展開
した．この結果，1993年までに全米の州でホー
ムスクールを合法化することに成功した．した
がって，HSLDAがホームスクール運動を組織化
したことにより，ホームスクール運動は，州政府
や連邦政府に働きかけることを可能にし，ホーム
スクール運動を大きく前進させた．
このようにオルタナティブ教育運動から，
NHAに代表される団体によって牽引されたホー
ムスクール運動が1980年代の後半から宗教・政
治運動の影響を受けたHSLDAに代表される団体
によって組織化されて展開した（長嶺，2003）．
そこで次節では，より詳細にHSLDAを中心とし
たホームスクール支援団体が，どのようにホーム
スクール運動を支えているのかを考えたい．
Ⅳ　ホームスクール支援団体のネットワーク
この節では，ホームスクール運動におけるホー
ムスクール支援団体の役割を考えたい．先述した
二つの団体は，全米規模のホームスクール支援団
体であるが，ホームスクール支援団体は，地域規
模や州規模などのいくつかのレベルに分けられ，
それぞれのレベルに合わせて活動を行っている．
最も単位の小さいホームスクール支援団体は，
数家族が集まって作られるサポートグループであ
る（図１参照）．このサポートグループは日々の
教育実践を支えている．例えば，一つの家族が歴
史のプログラムを作り，それを数家族で共有し学
習するなどを行っている．このように多種多様な
教育実践をホームスクーラーは，サポートグルー
プを通して支えている．
そして，いくつかのサポートグループや，その
地域のホームスクーラーが参加する地域規模の
ホームスクール支援団体がある．州の規模にもよ
るが，大抵の州では，州のいくつかの地域ごとに
ホームスクール支援団体があり，より大きな人数
を必要とするカリキュラムフェアやスペリングコ
ンテストやバスケット大会などを企画している．
または，地域の学区ごとに異なる教育委員会と
ホームスクーラーの交渉を手助けしている．
図１　ホームスクール支援団地の構造モデル
そして，地域規模のホームスクール支援団体を
統括するのが州全体にまたがるホームスクール支
援団体がある．州の支援団体では，州政府や州議
会との交渉や新しい政策や州法への対応に当たっ
ている．
さらに，州規模の支援団体の上に先述した全米
規模のホームスクール支援団体があり，連邦政府
への圧力や要望を行っている．以上のように，サ
ポートグループや地域のホームスクール支援団体
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は，主に教育実践を助ける役割を担っているが，
州や全米規模のホームスクール支援団体は，州政
府や連邦政府との交渉に当たる役割を担っている．
そして，ホームスクール運動は，こうして組織
化されたネットワークを使った情報によって支え
られている．例えば，州や連邦議会においてホー
ムスクーラーにとって問題のある法案が審議され
た場合，このネットワークを通じて抗議活動が展
開される．つまり，ホームスクール支援団体は，
ホームスクーラーのための行事や行政機関との対
応に関する情報から，日常の教育実践を援助する
様々な情報を提供するが，同時に，このネット
ワークを通じてホームスクーラーにとって共通の
問題が表れた場合に集合的な圧力を掛けることが
できる．
具体的には，1994年に下院において下院法案
第６号案（U. S. House of Representatives 
Resolution 6）が審議された時にHSLDAは，こ
の法案の成立を阻止するための反対キャンペーン
を行った（ノーキスト，1999）．この法案は，公
立学校における教育の質的改善を目指したもので
あり，その中で公立学校において教員資格を持つ
教員しか認めない，という項目が含まれていた．
この項目がホームスクーラーに適用される危険性
があるとして，HSLDAは全米中のホームスクー
ラーを動員して抗議活動を展開した．その結果，
法案自体が否決されることになる．
以上のようにホームスクール運動は，HSLDA
によりホームスクール支援団体のネットワークは
組織化され，運動が形成された．この結果，ホー
ムスクール運動は，1993年に全米で合法になる
など大きな成功を収めた．
しかし，HSLDAのホームスクール運動の目的
が宗教保守層のための運動でホームスクーラーの
た め の 運 動 で は な い と い う 批 判 が な さ れ，
HSLDAの運動に疑問を持つホームスクーラーも
多い７）．つまり，ホームスクール運動はオルタナ
ティブな教育や宗教教育の自由を求めた運動でも
あるが，政治的な運動へと偏ると，ホームスクー
ルの多様性と自由な教育実践の部分が損なわれる
可能性があるからだ．このようなジレンマを，
ホームスクール運動は抱えている．最後に，こう
した問題を考え，本稿を閉じたい．
Ⅴ　おわりに
本稿では，ホームスクーラーのマジョリティー
が「白人の中産階級」であり，ホームスクーラー
を選択した理由として公教育への不満や宗教的な
理由とともに価値観が重要であることを指摘し
た．そして，この点からホームスクール運動が
「新社会運動」の特徴を持っており，ホームス
クール運動は，同じ特徴を持つオルタナティブ教
育運動と宗教運動に影響を受けていると述べた．
また，この二つの運動を背景にNHAとHSLDA
に代表されるホームスクール支援団体がホームス
クール運動を牽引したことを述べた．最後に，こ
の節では，こうして形成されたホームスクール運
動のもたらす影響を考えたい．
先述したようにホームスクールは，1993年以
来，全米でホームスクールは合法となった．しか
し，ホームスクーラーは全ての面で自由であるわ
けではない．全米の中で九つの州は，ホームス
クーラーに対してほとんど規制はないが，それ以
外の州では，テストの受験義務，出席記録の提出
義務，カリキュラムの提出義務，教育委員会の視
察などの何らかの規制がある．ホームスクール運
動は現在，合法化から規制の削減への運動へと変
化している．しかし，規制の削減への運動は，目
的に明確性を欠く場合あり，多くのホームスクー
ラーの共通理解を得ることは難しい．
また，このホームスクーラーの自立性と自由の
維持と，ホームスクーラーのより良い教育環境を
求める運動はホームスクールに新たな争点をもた
らしている．例えば，ホームスクール運動とバウ
チャー制度に対する関係である．ホームスクール
は基本的には政府からの補助を受けていないが，
バウチャーなどの親に学校選択を提供する政策
は，ホームスクーラーにとって魅力的な選択とな
り，教育費の補助への道を開くかもしれない．
しかし，公共の財源を使うことは，何らかの説
明責任が問われることにもなる．そして，ホーム
スクーラーには，この説明責任がホームスクー
ラーの自由の実践を規制することにつながりかね
ないという強い懸念がある．以上の理由により，
ほとんどのホームスクール支援団体は，バウ
チャーに反対を表明している８）．つまり，冒頭で
アップルが述べたように，ホームスクール運動が
直接的には，バウチャーをもたらすものだとは言
えない．
7アメリカのホームスクール運動のインパクト
しかし，バウチャーは，ホームスクーラーに
とって全くメリットがないわけではない．例え
ば，メイベリーら（1995, p.76）の調査では，ホー
ムスクーラーの過半数が，こうしたバウチャーや
教育税の控除に好意的な態度を示している．この
ように他の教育運動と，ホームスクール支援団体
が，どのような関係を持ち，ホームスクール運動
の独自性を維持するのかが問われてくる．ホーム
スクールの個々人の実践は多様であり，ホームス
クーラーは，それぞれのニーズを持っている．
また一方で，公教育から離れてしまったホーム
スクーラーを呼び戻すために，公教育改革が個人
に焦点を当てた政策を打ち出す可能性があり，
ホームスクールが公教育制度の中に包摂するかも
しれない．いくつかの公立学校では，理科実験・
音楽・体育などの部分利用をホームスクーラーに
対して認める一方で，その条件として一定に証明
（テストや教育状況の報告）を求めるなどしてい
る場合がある．
これはホームスクーラーからみれば，ホームス
クーラーを統制する新たな官僚制度であるかもし
れず，逆に公教育を擁護する立場からは教育の私
事化といえるかもしれない．
ただし，ラインズ（Lines, P. M.）のように教
育実践の視点から公教育のプログラムが提供する
ホームスクーラーのためのプログラムを肯定的に
捉える研究者もいる．ラインズは，公的機関に設
置されたホームスクーラーのための学習センター
やホームスクーラーのためのプログラムを調査し，
「優秀な学校と同じように，ホームスクールには，
応答的な教育環境や柔軟で自由な教育や教師（親）
との信頼関係がある」と述べ，同じ時間に同じ内
容のことを集団で学ぶような画一的な公教育は，
個人に対応したホームスクーラーの実践から公教
育に採用できることがあるのではないかと示唆し
ている（Lines, 2000）．こうした公的機関を利用
することが可能になれば，より多くの人にホーム
スクールというオルタナティブな選択が可能にな
るかもしれず，多様な人々がホームスクールに参
加できるかもしれない．
以上のように，ホームスクールという個人の権
利を主張した運動により，公教育制度の対象が個
人へと重点が移り，かえってホームスクールの自
由が失われる危険性と一人一人の個に対応した教
育制度への可能性の二つが指摘できる．
1960年代のフリースクールの実践は，その後，
公教育プログラムとして採用され，公教育へと吸
収される一方，フリースクールに代表される教育
実践と60年代における教育批判が，アメリカに
おける今日の教育改革の端緒となったともいえる
（Newman, 2003）．
同様に，ホームスクール運動も，今後，公教育
の政策に反映されていくのだろうか．例えば，フ
ロリダ州では，すでにインターネットを使った通
信教育により高校の単位が取得できるプログラム
を提供し，イリノイ州でも同様のプログラムを提
供している．
そして，公教育政策にホームスクールの実践が
反映された場合，公教育の存在意義が問われると
ともに，ホームスクール運動の存在意義と独自性
も問われることになる．
注
１）筆者は，Home Schoolingを訳した言葉とし
て「ホームスクール」と訳出している．ホー
ムスクーリングは，ホームスクール運動の法
廷闘争において，家庭を私立学校とみなして
スクーリングを行っている主張から生まれた
言葉である．また，ホームスクーリングとし
ないのは，「ホームスクーリングをしている」
というよりも，「ホームスクールをしている」
とした方がわかりやすいためである．
２）チャータースクールとは公設民営型の学校の
ことであり，一定期間の教育目標を設定し，
アカウンタビリティを証明することを引き換
えに公費から資金が提供され，運営は各学校
や民間団体などに任される学校のことをさ
す．
３）バウチャーとは，公教育費を学校にではな
く，直接，保護者と子どもにチケットとして
配布し，保護者と子どもが教育サービスを選
択するというものである．一般的に，学校選
択制のことをさす．
４）フリースクールとは，アメリカでは1960年
代に公的な教育制度の硬直性を批判して作ら
れた学校であり，無学年制や柔軟なカリキュ
ラムなどの自由な教育理念に基づく教育が行
われている学校をさす．ただし，フリース
クールもチャータースクールも各州・学校ご
とに実態は多様である．
　　　ホームスクールも同様で，ホームスクー
ラーのためのプログラムを提供しているフ
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リースクールがある．例えば，A.S.ニイルの
サマーヒル校の影響を受けて作られたクロン
ラ ラ 校 が 有 名 で あ る（ モ ン ゴ メ リ ー 等，
1984）．また，チャータースクールにおいて
も，カリフォルニア州ではホームスクールの
ためのプログラム提供しているチャータース
クールもある（Huerta, 2001）．
５）アメリカの初等中等教育における私立学校在
籍率は一割程度であり，増加傾向も見られな
い．また，アメリカにおける私立学校のほと
んどは，公費の支援を受けておらず，授業料
と寄付金で運営されている． 私立学校のう
ち宗教系私立学校が七割を占め，三割は世俗
的な学校である．また，私立学校の所在地は
都市部が四割，都市郊外が四割となる．した
がって，日本と比較して経済的要因と地理的
要因から私立学校という選択肢はハードルが
高いものとなる （Broughman, et. al, 2017）．
６）Ⅳ節で述べる1994年の事件を受け，HSLDA
とは異なる独自の情報網の必要性から，1995
年に「アメリカホームスクール協会（Ameri-
can Homeschool Association）」が設立され
た．その後，1999年にNHENに名称を変え，
全米規模のホームスクール支援団体として活
動している．
７）例えば，ホームスクール雑誌である「家庭教
育雑誌」（Home Education Magazine）にお
いて，ケースマン夫妻（Kaseman, L & S.）
が繰り返しHSLDAの運動のあり方に疑問を
投げかけている．
８）例えば，HSLDAはバウチャーがホームス
クーラーの自由を奪うとして強く反対してい
る．（http://www.hslda.org/docs/nche/
Issues/S/State_Vouchers.asp）
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